
 

 

 

令 和 ３ 年 度 

 

 

 

 

 

三 沢 市 

歳 入 歳 出 決 算 審 査 意 見 書 

基 金 運 用 状 況 審 査 意 見 書 

財 政 健 全 化 審 査 意 見 書 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三 沢 市 監 査 委 員 



 



三 監 発 第 ４ ５ 号 
令和４年８月１８日 

 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

令和３年度三沢市歳入歳出決算及び 

基金運用状況審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された、令和３年

度三沢市歳入歳出決算並びに同法第２４１条第５項の規定に基づき審査

に付された、令和３年度三沢市基金の運用状況について審査した結果、次

のとおり意見を提出します。 
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第１ 審 査 の 対 象 

 令和３年度の三沢市歳入歳出決算審査の対象は、次のとおりである。 

  １ 令和３年度三沢市一般会計 

  ２ 令和３年度三沢市特別会計 

(1) 三沢市国民健康保険特別会計 

(2) 三沢市食肉処理センター特別会計 

(3) 三沢市介護保険特別会計 

(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計 

 

 

第２ 審 査 の 期 間 

令和４年７月２０日から令和４年８月１２日まで 

 

 

第３ 審 査 の 方 法 

 令和３年度一般会計及び特別会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、

審査に付された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書及び証拠書類等について、以下の点に重点をおき、関係者の説明を聴

取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に審査を実施した。 

  １ 計数の正確性 

  ２ 会計処理の適法性 

  ３ 予算執行の計画性及び効率性 

  ４ 財産の適正管理及び運用の効率性 
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第４ 審査の結果及び意見 

 

審査に付された令和３年度三沢市一般会計及び特別会計の決算書類は、関係法令に 

基づき調製され、かつ、これらの会計の歳入歳出決算の計数は、関係諸帳票、証拠書

類及び三沢市指定金融機関の預金有高表と符合し、正確であることを確認した。 

 また、予算の執行は、計画的かつ効率的に行われており、会計処理及び財産の管理 

についても、いずれも適正に行われているものと認められた｡ 

令和３年度の一般会計決算においては、歳入総額２５６億８，９８５万５，２７６円、歳出総 

額２４８億３，２３１万５，３９７円となっている。 

歳入から歳出を差し引いた形式収支額は８億５，７５３万９，８７９円で、前年度に比較して 

９，７３２万４，６９４円増加している。 

 また、形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源１億８，５１４万４，６２１円を差し引いた

実質収支額は６億７，２３９万５，２５８円で、前年度に比較して４４２万８，２５５円増加している。

このうち基金へ３億４，７００万円を繰り入れし、残額３億２，５３９万５，２５８円は翌年度の財

源として繰り越している。 

一方、特別会計においては、歳入総額９３億８，７１０万４，０１９円、歳出総額９０億 

７，０９８万７，０３２円となっており、歳入から歳出を差し引いた形式収支額は３億１，６１１

万６，９８７円で、前年度に比較して３，５９９万１，２８３円増加している。 

 また、翌年度へ繰り越すべき事業がないことから、実質収支額は形式収支額 

と同額の３億１，６１１万６，９８７円となっており、このうち基金へ１億８，３９５万８，５９０円繰

り入れし、残額１億３，２１５万８，３９７円は翌年度の財源として繰り越している。 
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令和３年度一般会計決算において、財政運営の健全性を判断する財務分析指標のうち、 

まず、財政力指数は０．５１２であり、前年度に比較して０．００７ポイント低くなって 

いる。この指数は１を超える度合いが高いほど財源のゆとりを示すことから、この数 

値においては、令和３年度は減少傾向にあるが、大きな落ち込みはなく良好な状況で

あると判断できる。 

 つぎに、財政構造の弾力性を表わす経常収支比率は８５．２％となり、前年度に比較 

して５．８ポイント低く改善傾向となっている。この数値は、平成２５年度から９０％を

超える状況が続いていたが、基準値に近い８５％となっているため、持ち直している

と判断できる。 

また、剰余金の割合を示す実質収支比率は６．１％で、前年度に比較し０．２ポイント 

低くなっており、理想値と考えられる３％～５％を超える状況となっている。この数

値にあたっては不用額の精査を行い、財源の有効活用に務めることが必要であると考

える。 

財務分析指標の最後に、平成１８年４月に地方債制度が｢許可制度｣から｢協議制度｣ 

に移行したことに伴い導入された実質公債費比率は１０．１％で、前年度に比較して 

０．１ポイント高くなったが、当年度も許可基準の１８．０％を下回ることとなったため問

題はない。 

以上、令和３年度一般会計決算においては、総体的な黒字決算であることと主要な 

財務分析指標により、概ね適正な財政運営がなされたと評価できる。 

また、令和３年度特別会計決算でも、全会計が黒字決算を確保したことは、各会計 

ともに健全な財政運営に努めた結果と考えられる。 

今後においても安全な市民生活の維持に努めたうえで、「第二次三沢市総合振興計 

画」に基づく「未来へつなぐ 心安らぐ 国際文化都市」の実現に向け、長期化する

新型コロナウィルス感染症への対応を含め、持続可能な行財政運営を推進していくよ

う求めるものである。 



対予算

収入率
Ｂ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

28,269,967,182 25,689,855,276 24,832,315,397 857,539,879 90.9 87.8

9,418,791,000 9,387,104,019 9,070,987,032 316,116,987 99.7 96.3

三沢市国民健康保険
特 別 会 計

三沢市食肉処理センター

特 別 会 計

三 沢 市 介 護 保 険
特 別 会 計

三沢市後期高齢者医療

特 別 会 計

37,688,758,182 35,076,959,295 33,903,302,429 1,173,656,866 93.1 90.0

ア

差引額は８５７，５３９，８７９円である。

　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９０．９％である。

　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は８７．８％である。

イ

差引額は３１６，１１６，９８７円である。

　予算現額に対する収入済額の比率（対予算収入率）は９９．７％である。

　また、予算現額に対する支出済額の比率（執行率）は９６．３％である。

ウ

で、収支差引額は１，１７３，６５６，８６６円となっている。

第５　決 算 の 概 要

Ⅰ　総　　　　　括

 １　決 算 の 総 括

 　(1) 決 算 の 状 況

令和３年度一般会計及び特別会計の決算の状況は、次のとおりである。

区　　　　　　分
予　算　現　額

Ａ
収　入　済　額

Ｂ
支　出　済　額

Ｃ
収支差引額
Ｂ－Ｃ

執行率
Ｃ／Ａ

一 般 会 計

特 別 会 計

3,916,201,000 3,824,790,970 3,752,282,332 72,508,638 97.7 95.8

1,234,221,000 1,295,909,635 1,170,807,037 125,102,598 105.0 94.9

3,806,482,000 3,815,328,473 3,703,878,521 111,449,952 100.2 97.3

461,887,000 451,074,941 444,019,142 7,055,799 97.7 96.1

一般会計においては、収入済額２５，６８９，８５５，２７６円、支出済額２４，８３２，３１５，３９７円で、収支

特別会計においては、収入済額９，３８７，１０４，０１９円、支出済額９，０７０，９８７，０３２円で、収支

一般会計と特別会計の合計額では、収入済額３５,０７６,９５９,２９５円、支出済額３３,９０３,３０２,４２９円

合　　　　　　計
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一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計 一 般 会 計 特 別 会 計

a b c d ａ－ｃ ｂ－ｄ
円 円 円 円 円 円

25,689,855,276 9,387,104,019 27,918,034,399 9,127,750,023 ▲ 2,228,179,123 259,353,996

継 続 費

逓 次 繰 越 額

繰 越 明 許 費

繰 越 額

事 故 繰 越 し

繰 越 額

地方自治法第

233 条 の 2 の

規 定 に よ る

基 金 繰 入 額

ア

会計では９７，３２４，６９４円、特別会計では３５，９９１，２８３円ともに増加している。

イ

増加となっている。

形式収支額は、一般会計８５７，５３９，８７９円、特別会計３１６，１１６，９８７円で、前年度に比較して一般

形式収支額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計６７２,３９５,２５８円、

特別会計３１６，１１６，９８７円で、前年度に比較して一般会計４，４２８，２５５円、特別会計３５，９９１，２８３円の

35,991,283
（Ｃ－Ｄ）

347,000,000 183,958,590 344,000,000 112,885,735 3,000,000

0

71,072,855

実質収支額Ｅ
672,395,258 316,116,987 667,967,003 280,125,704 4,428,255

0

▲ 25,102,182 0

計 Ｄ 185,144,621 0 92,248,182 0 92,896,439 0

65,038,000

0 25,102,182 0

0

82,486,621 0 29,526,000 0 52,960,621

280,125,704 97,324,694 35,991,283
（ Ａ － Ｂ ）

歳 出 総 額 Ｂ

翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財
源

102,658,000 0 37,620,000 0

9,070,987,032 27,157,819,214

形 式 収 支 額 Ｃ
857,539,879 316,116,987 760,215,185

8,847,624,319 ▲ 2,325,503,817

 　(2) 実質収支等の状況

区　　　　分

令　和　３　年　度 令　和　２　年　度 前　年　度　比　較

223,362,713

歳 入 総 額 Ａ

24,832,315,397
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円 円 　円 円 円 円 ％ ％

３ 28,269,967,182 25,897,998,267 25,689,855,276 16,272,930 193,858,961 ▲ 2,580,111,906 90.9 99.2

２ 29,112,888,400 28,152,985,739 27,918,034,399 16,317,412 218,772,128 ▲ 1,194,854,001 95.9 99.2

▲ 842,921,218 ▲ 2,254,987,472 ▲ 2,228,179,123 ▲ 44,482 ▲ 24,913,167 ▲ 1,385,257,905 ▲ 5.0 0.0

ア

９０．９％である。

イ 　調定額に対する収入済額の比率（対調定収入率）は９９．２％である。

ウ 　不納欠損額は１６，２７２，９３０円で、これは主として、市税滞納分である。

　また、不納欠損額は前年度より４４，４８２円（０．３％）減少している。

エ

使用料及び手数料１２，０２９，１３１円、分担金及び負担金５，２７２，４００円である。

　また、収入未済額は前年度より２４，９１３，１６７円（１１．４％）減少している。

オ

等所在市町村助成交付金８．３％となっている。

増

減

収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

年

度
予 算 現 額 調　定　額

 ２　一　般　会　計

　　　 一般会計の歳入決算の状況は、次のとおりである。

 　(1) 歳       入

予算現額２８，２６９，９６７，１８２円に対し、収入済額は２５，６８９，８５５，２７６円で、対予算収入率は

また、収入済額は前年度より２，２２８，１７９，１２３円（８．０％）減少している。これは主として、地方

交付税で５０６，２２５，０００円、諸収入で１５１，８１０，０３６円、市税で４１，５４１，５３７円の増となったが、

国庫支出金３，１０９，３４８，８３５円と県支出金３８，５６４，１９１円などの減少によるものである。

収入未済額は１９３，８５８，９６１円で、これは市税１２４，６８９，０７２円、諸収入５１，８６８，３５８円、

款別の主な歳入構成比は、国庫支出金２６．５％、地方交付税２２．３％、市税１８．７％、国有提供施設
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円 円 円 円 円 円 円 ％

３ 28,269,967,182 24,832,315,397 2,042,164,000 557,182,517 0 2,599,346,517 838,305,268 87.8

２ 29,112,888,400 27,157,819,214 773,079,000 359,798,000 82,349,182 1,215,226,182 739,843,004 93.3

▲ 842,921,218 ▲ 2,325,503,817 1,269,085,000 197,384,517 ▲ 82,349,182 1,384,120,335 98,462,264 ▲ 5.5

ア

イ

ウ

エ

衛生費 １ ， ８ ８ ９ ， ８ ０ ７ ， ６ ８ ５円、民生費で １ ， ０ ０ ５ ， ５ １ ２ ， ０ ５ ４円の増となったが、商工費で

４，１９３，４７０，９８３円、教育費で６８０，８４９，７９６円、土木費で６３７，７０８，９４８円、農林水産業費で

１０１，４４３，８７９円の減少によるものである。

翌年度繰越額は２，５９９，３４６，５１７円で、前年度より１，３８４，１２０，３３５円 （１１３．９％）増加

不用額は８３８,３０５,２６８円で、このうち主なものは、民生費４４０,０３８,３４２円、総務費１０３,４７１,２４０円、

土木費７３，６６５，５３９円、衛生費７２，９９３，３８５円、教育費５７，２５０，４２７円である。

　また、不用額は前年度より９８，４６２，２６４円（１３．３％）増加している。

繰越明許費 事故繰越し 計

増

減

予算現額２８，２６９，９６７，１８２円に対し、支出済額は２４，８３２，３１５，３９７円で、執行率は８７．８％

 　(2) 歳       出

　　　 一般会計の歳出決算の状況は、次のとおりである。

年

度

予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

　款別の歳出構成比は、民生費３３．４％、衛生費１７．７％、総務費１３．０％、土木費１０．４％となっている。

である。

している。

また、翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越２，０４２，１６４，０００円、繰越明許費５５７，１８２，５１７円

で、総務費、民生費、衛生費、農林水産業費、商工費、土木費である。

また、支出済額は前年度より２，３２５，５０３，８１７円（８．６％）減少している。これは主として、
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

３ 9,418,791,000 9,719,551,289 9,387,104,019 38,182,520 295,957,747 ▲ 31,686,981 99.7 96.6

２ 9,183,324,000 9,500,114,238 9,127,750,023 43,511,278 330,334,195 ▲ 55,573,977 99.4 96.1

235,467,000 219,437,051 259,353,996 ▲ 5,328,758 ▲ 34,376,448 23,886,996 0.3 0.5

ア

である。

増加したものである。

イ

である。

　また、収入未済額は前年度より３４，３７６，４４８円（１０．４％）減少している。

また、 収入済額は前年度より２５９，３５３，９９６ 円（２．８％）増加している｡

予算現額９，４１８，７９１，０００円に対し、収入済額は９，３８７，１０４，０１９円で、対予算収入率は９９．７％

これは三沢市介護保険特別会計１３４，１９８，２２４円、三沢市国民健康保険特別会計６１，２３１，６５６円、

三沢市食肉処理センター特別会計で５９，５５８，００４円、三沢市後期高齢者医療特別会計４，３６６，１１２円で

収入未済額は２９５，９５７，７４７円で、これは主として、三沢市国民健康保険特別会計２７７，０１６，２０２円

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

増

減

 ３　特　別　会　計

 　(1) 歳       入

       三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳入決算の状況は次のとおりである｡

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額
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円 円 円 円 円 円 円 ％

３ 9,418,791,000 9,070,987,032 0 0 0 0 347,803,968 96.3

２ 9,183,324,000 8,847,624,319 0 0 0 0 335,699,681 96.3

235,467,000 223,362,713 0 0 0 0 12,104,287 0.0

ア

ある。

　また、支出済額は前年度より２２３,３６２,７１３円（２．５％）増加している。

したものである。

イ

三沢市介護保険特別会計で１０２，６０３，４７９円である。

　また、不用額は前年度より１２，１０４，２８７円（３．６％）増加している。

計
継 続 費
逓次繰越

執
行
率

予算現額９，４１８，７９１，０００円に対し、支出済額は９，０７０，９８７，０３２円で、執行率は９６．３％で

これは三沢市食肉処理センター特別会計９２，７１４，６１０円、三沢市介護保険特別会計８７，４５４，７２１円、

三沢市国民健康保険特別会計３６，９０２，３０４円、三沢市後期高齢者医療特別会計６，２９１，０７８円で増加

繰越明許費

増

減

不　用　額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

事故繰越し

　不用額は３４７，８０３，９６８円で、このうち主なものは、三沢市国民健康特別会計で１６３，９１８，６６８円、

 　(2) 歳       出

       三沢市国民健康保険特別会計ほか３特別会計の歳出決算の状況は次のとおりである。

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額
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一  般  会  計 



 



円 円 円 円 円 円 ％ ％

３ 4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 16,272,930 124,689,072 134,946,505 102.9 97.2

２ 4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 14,827,312 152,710,919 88,638,968 101.9 96.6

▲ 4,766,000 13,114,608 41,541,537 1,445,618 ▲ 28,021,847 46,307,537 1.0 0.6

ア 　市税の歳入構成比は１８．７％で､前年度の１７．１％より１．６ポイント高くなっている｡

イ

ウ 　対調定収入率は９７．２％である。

エ

６，２０４，５００円である。

　また、不納欠損額は前年度より１，４４５，６１８円（９．７％）増加している。

オ

４３，３５０，５０２円である。

　また、収入未済額は前年度より２８，０２１，８４７円（１８．３％）減少している。

Ⅱ　個 別 的 事 項

 １　一　般　会　計

　 (1) 歳　　　入

対調定

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

     第１款　市　　　税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

対予算

収　入　率予算現額と
収入済額と
の　比　較

増

減

収入未済額は１２４，６８９，０７２円で、これは主として、固定資産税７２，３８３，８８３円、個人市民税

収入済額は４，８０１，９５４，５０５円で、このうち主なものは、個人市民税２，１１１，００７，１４８円

（同７．５％）、法人市民税３３３，３４２，０４９円（同６．９％）である。

また、収入済額は前年度より４１，５４１，５３７円（０．９％）増加している。これは、固定資産税で

７３，７３０，４３１円の減となったが、個人市民税３０，７９２，９５６円、法人市民税４５，５４３，７９５円、

市たばこ税３４，５２３，０７２円の増加が主なものである。

不納欠損額は１６，２７２，９３０円で､このうち主なものは､個人市民税７，２７０，１００円、固定資産税

（構成比４４．０％）、固定資産税１，８４３，８９３，２１９円（同３８．４％）、市たばこ税３６１，４５９，１８８円
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

３ 150,671,000 150,671,000 150,671,000 0 0 0 100.0 100.0

２ 145,660,000 145,660,000 145,660,000 0 0 0 100.0 100.0

5,011,000 5,011,000 5,011,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

（構成比７０．５％）、地方揮発油譲与税３７，１７６，０００円（同２４．７％）である。

 　また、収入済額は前年度より５，０１１，０００円（３．４％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

3,363,000 3,363,000 3,363,000 0 0 0 100.0 100.0

4,253,000 4,253,000 4,253,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 890,000 ▲ 890,000 ▲ 890,000 0 0 0 0.0 0.0

ア 　利子割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 　収入済額は３，３６３，０００円で､前年度より８９０，０００円（２０．９％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

15,490,000 15,490,000 15,490,000 0 0 0 100.0 100.0

9,014,000 9,014,000 9,014,000 0 0 0 100.0 100.0

6,476,000 6,476,000 6,476,000 0 0 0 0.0 0.0

ア 　配当割交付金の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．０％より０．１ポイント高くなっている。

イ

増

減

     第４款　配 当 割 交 付 金　　

予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額
収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

３

増

減

年

度

２

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

３

増

減

     第３款　利 子 割 交 付 金　　

予算現額と
収入済額と
の　比　較

不　　　納
欠　損　額

収　入　率

対予算

収　入　率

対予算

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

対調定

対調定

地方譲与税の歳入構成比は０．６％で、前年度の０．５％より０．１ポイント高くなっている。

収入済額は１５０，６７１，０００円で、このうち主なものは、自動車重量譲与税１０６，２９５，０００円

　収入済額は１５，４９０，０００円で､前年度より６，４７６，０００円（７１．８％）増加している｡

     第２款　地 方 譲 与 税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

14,509,000 14,509,000 14,509,000 0 0 0 100.0 100.0

10,600,000 10,600,000 10,600,000 0 0 0 100.0 100.0

3,909,000 3,909,000 3,909,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

なっている。

イ 　収入済額は１４，５０９，０００円で､前年度より３，９０９，０００円（３６．９％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

59,183,000 59,183,000 59,183,000 0 0 0 100.0 100.0

28,391,000 28,391,000 28,391,000 0 0 0 100.0 100.0

30,792,000 30,792,000 30,792,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

なっている。

イ 　収入済額は５９，１８３，０００円で､前年度より３０，７９２，０００円（１０８．５ ％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

963,429,000 963,429,000 963,429,000 0 0 0 100.0 100.0

885,713,000 885,713,000 885,713,000 0 0 0 100.0 100.0

77,716,000 77,716,000 77,716,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

なっている。

イ 　収入済額は９６３，４２９，０００円で､前年度より７７，７１６，０００円（８．８ ％）増加している。

対調定

収　入　率予算現額と
収入済額と
の　比　較

予 算 現 額

２

増

減

     第６款　法人事業税交付金　　

年

度

対予算

３

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

地方消費税交付金の歳入構成比は３．７％で、前年度の３．２％より０．５ポイント高く

年

度 対予算 対調定

２

増

減

調　定　額 収 入 済 額

対調定

３

２

増

減

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較 対予算

３

調　定　額 収 入 済 額
不　　　納
欠　損　額

株式等譲渡所得割交付金の歳入構成比は０．１％で、前年度の０．０％より０．１ポイント高く

     第７款　地方消費税交付金　　

法人事業税交付金の歳入構成比は０．２％で、前年度の０．１％より０．１ポイント高く

予 算 現 額

     第５款　株式等譲渡所得割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

11,160,000 11,160,000 11,160,000 0 0 0 100.0 100.0

10,250,000 10,250,749 10,250,749 0 0 749 100.0 100.0

910,000 909,251 909,251 0 0 ▲ 749 0.0 0.0

ア 　環境性能割交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

イ 　収入済額は１１，１６０，０００円で､前年度より９０９，２５１円（８．９％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,132,484,000 2,132,484,000 2,132,484,000 0 0 0 100.0 100.0

2,135,422,000 2,135,422,000 2,135,422,000 0 0 0 100.0 100.0

▲ 2,938,000 ▲ 2,938,000 ▲ 2,938,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

ポイント高くなっている。

イ 　収入済額は２，１３２，４８４，０００円で、前年度より２，９３８，０００円（０．１％）減少している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

66,426,000 66,426,000 66,426,000 0 0 0 100.0 100.0

29,089,000 29,089,000 29,089,000 0 0 0 100.0 100.0

37,337,000 37,337,000 37,337,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

     第８款　環境性能割交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

増

減

３

     第10款　地方特例交付金　　

対予算 対調定

２

増

減

３

　地方特例交付金の歳入構成比は０．３％で、前年度の０．１％より０．２ポイント高くなっている。

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

不　　　納
欠　損　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対調定

２

増

減

収　　　入
未　済　額

　収入済額は６６，４２６，０００円で､前年度より３７，３３７，０００円（１２８．４％）増加している。

３

国有提供施設等所在市町村助成交付金の歳入構成比は８．３％で、前年度の７．７％より０．６

     第９款　国有提供施設等所在市町村助成交付金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

5,742,594,000 5,742,594,000 5,742,594,000 0 0 0 100.0 100.0

5,236,369,000 5,236,369,000 5,236,369,000 0 0 0 100.0 100.0

506,225,000 506,225,000 506,225,000 0 0 0 0.0 0.0

ア

イ

円 円 円 円 円 円 ％ ％

5,930,000 6,082,000 6,082,000 0 0 152,000 102.6 100.0

5,695,000 6,283,000 6,283,000 0 0 588,000 110.3 100.0

235,000 ▲ 201,000 ▲ 201,000 0 0 ▲ 436,000 ▲ 7.7 0.0

ア

イ

     第11款　地方交付税　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

３

調　定　額

２

増

減

　地方交付税の歳入構成比は２２．３％で、前年度の１８．８％より３．５ポイント高くなっている。

収入済額は５，７４２，５９４，０００円で､前年度より５０６，２２５，０００円（９．７％）増加している。

　交通安全対策特別交付金の歳入構成比は０．０％で、前年度と同率である。

対調定

２

増

減

　収入済額は６，０８２，０００円で、前年度より２０１，０００円（３．２％）減少している。

収 入 済 額
対予算

     第12款　交通安全対策特別交付金　　

３

年

度
予 算 現 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

58,650,000 58,684,320 53,411,920 0 5,272,400 ▲ 5,238,080 91.1 91.0

58,925,000 62,353,295 56,347,145 1,463,000 4,543,150 ▲ 2,577,855 95.6 90.4

▲ 275,000 ▲ 3,668,975 ▲ 2,935,225 ▲ 1,463,000 729,250 ▲ 2,660,225 ▲ 4.5 0.6

ア 　分担金及び負担金の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

イ

（構成比９６．１％）である。

　また、収入済額は前年度より２，９３５，２２５円（５．２％）減少している。

ウ 　対予算収入率は９１．１％である。

エ 　対調定収入率は９１．０％である。

オ 　収入未済額は５，２７２，４００円で、これは民生費負担金である。

　また、収入未済額は前年度より７２９，２５０円（１６．１％）増加している。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

235,168,000 238,698,982 226,669,851 0 12,029,131 ▲ 8,498,149 96.4 95.0

241,626,000 247,722,273 234,253,159 27,100 13,442,014 ▲ 7,372,841 96.9 94.6

▲ 6,458,000 ▲ 9,023,291 ▲ 7,583,308 ▲ 27,100 ▲ 1,412,883 ▲ 1,125,308 ▲ 0.5 0.4

ア

イ

ウ 　対調定収入率は９５．０％である。

エ

収入済額は５３，４１１，９２０円で、このうち主なものは、民生費負担金５１，３４０，２９０円

収入済額は２２６，６６９，８５１円で、このうち主なものは、土木使用料７８，６２７，８８ ３円

     第13款　分担金及び負担金　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

増

減

３

     第14款　使用料及び手数料

調　定　額 収 入 済 額

（同１６．４％）、総務手数料１９，８５９，３００円（同８．８％）である。

収入未済額は１２，０２９，１３１円で、前年度より１，４１２，８８３円（１０．５％）減少している。主な収

入未済額は、土木使用料１１，９４９，３６１円である。

（構成比３４．７％）、衛生手数料６９，９４２，３４０円（同３０．９％）、総務使用料３７，１８４，６０９円

とによるものである。

不　　　納
欠　損　額

３

また、収入済額は前年度より７，５８３，３０８円（３．２％）減少している。これは主として、土木使

用料で４，２４２，８０７円、農林水産業使用料で２，７４３，６４５円、衛生手数料で８２８，８７０円減少したこ

　使用料及び手数料の歳入構成比は０．９％で、前年度の０．８％より０．１ポイント高くなっている。

対調定

２

増

減

年

度
予 算 現 額

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

8,333,496,000 6,809,224,465 6,809,224,465 0 0 ▲ 1,524,271,535 81.7 100.0

10,697,305,489 9,918,573,300 9,918,573,300 0 0 ▲ 778,732,189 92.7 100.0

▲ 2,363,809,489 ▲ 3,109,348,835 ▲ 3,109,348,835 0 0 ▲ 745,539,346 ▲ 11.0 0.0

ア

イ

１，１５９，２７８，０００円（同１７．０％）である。

金で４９０，６３８，１５０円、総務費国庫補助金で１９８，９５７，５００円減少したことによるものである。

ウ 　対予算収入率は８１．７％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

1,827,781,000 1,690,805,817 1,690,805,817 0 0 ▲ 136,975,183 92.5 100.0

1,768,976,000 1,729,370,008 1,729,370,008 0 0 ▲ 39,605,992 97.8 100.0

58,805,000 ▲ 38,564,191 ▲ 38,564,191 0 0 ▲ 97,369,191 ▲ 5.3 0.0

ア

イ

（同８．３％）である。

ウ 　対予算収入率は９２．５％である。

対調定

２

県補助金で２３，７０７，２２１円、民生費県負担金で１０，６１５，４６１円の増となったが、農林水産業費県補

助金で２９，２１４，５５３円、商工費県補助金で２７，７２３，０００円、総務費委託金で１５，２７６，１１１円

（構成比６１．２％）、総務費県補助金３７１，４２４，５６５円（同２２．０％）、民生費県補助金１４０，６０９，２７２円

     第16款　県　支　出　金

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

増

減

増

減

（構成比３９．７％）、民生費国庫補助金１，２５７，１７７，０６４円（同１８．４％）、衛生費国庫補助金

２

民生費国庫補助金で９３５ ，７３６，２８４円、衛生費国庫補助金で８８９，１０４，０００円、衛生費

商工費国庫補助金で４，０３８，２２１，４２３円、教育費国庫補助金で５７７，１５８，０００円、土木費国庫補助

　県支出金の歳入構成比は６．６％で、前年度の６．２％より０．４ポイント高くなっている。

収入済額は１，６９０，８０５，８１７円で、このうち主なものは、民生費県負担金１，０３４，８３４，６５７円

収　　　入
未　済　額

減少したことによるものである。

     第15款　国　庫　支　出　金　　　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

不　　　納
欠　損　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

３

３

国庫負担金で１ ８ ７ ， ４ ２ ４ ， １ ６ ９円、消防費国庫補助金１ ２ ３ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 の 増 と な っ た が 、

また、収入済額は前年度より３８，５６４，１９１円（２．２％）減少している。これは主として、民生費

また、収入済額は前年度より３，１０９，３４８，８３５円（３１．３％)減少している。これは主として、

収　入　率

対予算

収　　　入
未　済　額

収　入　率

対予算 対調定

不　　　納
欠　損　額

収入済額は６，８０９，２２４，４６５円で、このうち主なものは、民生費国庫負担金２，７００，１７４，４６８円

　国庫支出金の歳入構成比は２６．５％で､前年度の３５．５％より９．０ポイント低くなっている。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

36,349,000 44,884,971 44,884,971 0 0 8,535,971 123.5 100.0

45,755,000 50,429,393 50,429,393 0 0 4,674,393 110.2 100.0

▲ 9,406,000 ▲ 5,544,422 ▲ 5,544,422 0 0 3,861,578 13.3 0.0

ア

イ

（構成比３９．９％）、財産貸付収入１５，０８８，７３８円（同３３．６％）である。

ウ 　対予算収入率は１２３．５％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

48,965,000 38,925,865 38,925,865 0 0 ▲ 10,039,135 79.5 100.0

49,670,000 49,669,800 49,669,800 0 0 ▲ 200 100.0 100.0

▲ 705,000 ▲ 10,743,935 ▲ 10,743,935 0 0 ▲ 10,038,935 ▲ 20.5 0.0

ア

イ

ウ 　対予算収入率は７９．５％である。

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

２

（構成比９７．２％）、衛生費寄附金６２３，０００円（同１．６％）である。

     第18款　寄　　附　　金　　

対調定

２

増

減

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

収　　入
未 済 額

不　　納
欠 損 額

　財産収入の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

収入済額は４４，８８４，９７１円で、このうち主なものは、不動産売払収入１７，９１１，３３５円、

増

減

３

３

対予算

     第17款　財　産　収　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　　納
欠 損 額

総務費寄附金で１０，７５６，０４０円減少したことによるものである。

　また、収入済額は前年度より５，５４４，４２２円（１１．０％）減少している。これは主として、不動産

売払収入で５，０４０，３０７円、財産貸付収入で７８４，１７４円減少したことによるものである。

　寄附金の歳入構成比は０．２％で、前年度と同率である。

収入済額は３８，９２５，８６５円で､このうち主なものは、総務費寄附金３７，８４６，９６０円

また、収入済額は前年度より１０，７４３，９３５円（２１．６％）減少している。これは主として、
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

470,661,000 455,169,368 455,169,368 0 0 ▲ 15,491,632 96.7 100.0

647,360,796 643,387,946 643,387,946 0 0 ▲ 3,972,850 99.4 100.0

▲ 176,699,796 ▲ 188,218,578 ▲ 188,218,578 0 0 ▲ 11,518,782 ▲ 2.7 0.0

ア

イ

のである。

ウ 　対予算収入率は９６．７％である。

円 円 円 円 円 円 ％ ％

416,215,182 416,215,185 416,215,185 0 0 3 100.0 100.0

368,399,115 368,399,638 368,399,638 0 0 523 100.0 100.0

47,816,067 47,815,547 47,815,547 0 0 ▲ 520 0.0 0.0

ア 　繰越金の歳入構成比は１．６％で、前年度の１．３％より０．３ポイント高くなっている。

イ 　収入済額は４１６，２１５，１８５円で、前年度より４７，８１５，５４７円（１３．０％）増加している。

収　入　率

対予算 対調定

２

増

減

３

     第20款　繰　　越　　金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　納
欠損額

収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

２

増

減

３

　繰入金の歳入構成比は１．８％で、前年度の２．３％より０．５ポイント低くなっている。

収入済額は４５５，１６９，３６８円で、このうち主なものは、駐留軍等再編対策事業基金繰入金

東日本大震災復興推進基金繰入金で３２，５３４，４８８円の増となったが、財政調整基金繰入金で

２５７，５０６，８８０円（構成比５６．６％）、財政調整基金繰入金１０２，０４９，０００円（同２２．４％）、

また、収入済額は前年度より１８８，２１８，５７８円（２９．３％）減少している。これは主として、

１６９，１２０，０００円、駐留軍等再編対策事業基金繰入金で４７，７６２，４９３円減少したことによるも

特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金繰入金５４，９００，０００円（同１２．１％）である。

収　　入
未 済 額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

収　入　率

対予算 対調定

     第19款　繰　　入　　金　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

不　納
欠損額
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

670,189,000 748,124,687 696,256,329 0 51,868,358 26,067,329 103.9 93.1

530,841,000 592,522,338 544,446,293 0 48,076,045 13,605,293 102.6 91.9

139,348,000 155,602,349 151,810,036 0 3,792,313 12,462,036 1.3 1.2

ア

イ

ウ

エ

オ

     第21款　諸　　収　　入　　

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

対予算

不　　　納
欠　損　額 対調定

収　　　入
未　済　額

予算現額と
収入済額と
の　比　較

　諸収入の歳入構成比は２．７％で、前年度の２．０％より０．７ポイント高くなっている。

収入済額は６９６，２５６，３２９円で、このうち主なものは、雑入２６６，１０３，３２６円（構成比３８．

また、収入済額は前年度より１５１，８１０，０３６円（２７．９％）増加している。これは主として、

３

２

増

減

収入未済額は５１，８６８，３５８円で、これは雑入４３，１２５，６８９円、奨学資金貸付金元金収入

６，７２５，０００円、学校給食費負担金２，０１７，６６９円である。

　また、収入未済額は前年度より３，７９２，３１３円（７．９％）増加している。

１６３，３７１，５６３円（同２３．５％）である。

２％）、小口保証特別融資預託金回収金１９２，０００，０００円（同２７．６％）、学校給食費負担金

雑入で１３１，０３５，５９４円、学校給食費負担金で１７，２４６，７７８円、奨学資金貸付金元金収入で

３，６８５，０００円増加したことによるものである。

　対予算収入率は１０３．９％である。

　対調定収入率は９３．１％である。
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円 円 円 円 円 円 ％ ％

2,340,246,000 1,290,946,000 1,290,946,000 0 0 ▲ 1,049,300,000 55.2 100.0

1,531,800,000 1,061,700,000 1,061,700,000 0 0 ▲ 470,100,000 69.3 100.0

808,446,000 229,246,000 229,246,000 0 0 ▲ 579,200,000 ▲ 14.1 0.0

ア

イ

対予算

予算現額と
収入済額と
の　比　較 対調定

２

増

減

３

収　　　入
未　済　額

　市債の歳入構成比は５．０％で、前年度の３．８％より１．２ポイント高くなっている｡

（同９．３％）である。

     第22款　市　　　　　債

年

度
予 算 現 額 調　定　額 収 入 済 額

収　入　率

水産業債で５２，６００，０００円の減となったが、衛生費で６５０，９００，０００円増加したことによるもの

教育債で１５９，３００，０００円、土木債で１２４，３００，０００円、減収補てん債で６６，４００，０００円、農林

不　　　納
欠　損　額

収入済額は１，２９０，９４６，０００円で､このうち主なものは、衛生費６８７，７００，０００円（構成比

５３．３％）、臨時財政対策債４２９，４４６，０００円（同３３．３％）、土木費１２０，７００，０００円

また、収入済額は前年度より２２９，２４６，０００円（２１．６％）増加している。これは主として、

である。
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円 円 円 円 円 円 円 ％

187,658,000 182,411,468 0 0 0 0 5,246,532 97.2

188,916,000 185,241,624 0 0 0 0 3,674,376 98.1

▲ 1,258,000 ▲ 2,830,156 0 0 0 0 1,572,156 ▲ 0.9

ア

イ

ウ

円 円 円 円 円 円 円 ％

3,328,072,000 3,220,034,760 1,000 4,565,000 0 4,566,000 103,471,240 96.8

3,046,468,000 2,947,861,606 0 7,348,000 0 7,348,000 91,258,394 96.8

281,604,000 272,173,154 1,000 ▲ 2,783,000 0 ▲ 2,782,000 12,212,846 0.0

ア

イ

ウ

エ

 　(2) 歳       出

     第１款　議　　会　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

増

減

３

　議会費の歳出構成比は０．７％で、前年度と同率である。

支出済額は１８２，４１１，４６８円であり､前年度より２，８３０，１５６円（１．５％）減少している。

　不用額は５，２４６，５３２円である。

     第２款　総　　務　　費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

執
行
率

２

３

増

減

（構成比２５．０％）、ＣＡＴＶ運営管理費３６６，６５７，０２７円（同１１．４％）、政策管理費

また、支出済額は、前年度より２７２，１７３，１５４円（９．２％）増加している。これは主とし

　総務費の歳出構成比は１３．０％で、前年度の１０．９％より２．１ポイント高くなっている。

支出済額は３，２２０，０３４，７６０円で、このうち主なものは、一般管理費８０４，３１６，７０６円

２８８，３７９，５５９円（同９．０％）、駐留軍等再編対策事業基金費１８０，０１２，７５４円（同５．６％）

　繰越明許費４，５６５，０００円は、戸籍住民基本台帳費である。

不用額は１０３，４７１，２４０円で、このうち主なものは、政策管理費で２８，４１６，４４１円、一般

管理費で２２，４４３，２９４円である。

て、電子計算費で８６，３５３，６４１円、駐留軍等再編対策事業基金費で８３，８７４，９１５円、

特定防衛施設周辺整備調整交付金事業基金費で ５ ０，０ １５，８３６円、一般管理費で

４４，１３５，８１７円の減となったが、公共施設等整備基金費で１６６，７０５，１９０円、ＣＡＴＶ運営

である。

事業費で６４，６７８，３７６円増加したことによるものである。

管理費で１２８，６３２，６００円、市民相談設置費で１０５，７３８，１３２円、防災行政用無線施設整備
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円 円 円 円 円 円 円 ％

8,878,169,000 8,306,557,762 0 131,572,896 0 131,572,896 440,038,342 93.6

7,606,391,000 7,301,045,708 0 0 0 0 305,345,292 96.0

1,271,778,000 1,005,512,054 0 131,572,896 0 131,572,896 134,693,050 ▲ 2.4

ア

イ

ウ

繰越明許費

３

     第３款　民　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率計

２

増

減

継 続 費
逓次繰越

事故繰越し

　民生費の歳出構成比は３３．４％で、前年度の２６．９％より６．５ポイント高くなっている。

支出済額は８，３０６，５５７，７６２円で、このうち主なものは、児童措置費１，８４０，４３５，２４１円

（構成比２２．２％）、障害者自立支援事業費１，２１７，４０２，１８１円（同１４．７％）、扶助費

８８７，６５１，００１円（同１０．７％）、老人福祉費６８８，２９２，８９２円（同８．３％）、社会福祉総務費

６１５，３８９，０５９円（同７．４％）である。

また、支出済額は前年度より１，００５，５１２，０５４円（１３．８％）増加している。これは主と

して、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業費で５４８，４２８，２２１円、住民非課税世帯等に

対する臨時特別給付事業費３９３，４３５，６０４円の増加したことによるものである。

不用額は４４０，０３８，３４２円で、このうち主なものは、扶助費１１０，８３５，９９９円、児童措置費

給付事業４４，４０６，４２６円、児童福祉総務費３７，２７４，８９４円である。

８１，１３６，７５９円、障害者自立支援事業費５５，３６８，８１９円、子育て世帯への臨時特別給付金

- 22 -



円 円 円 円 円 円 円 ％

6,525,122,000 4,409,965,615 2,042,163,000 0 2,042,163,000 72,993,385 67.6

3,651,426,491 2,520,157,930 773,079,000 267,434,000 0 1,040,513,000 90,755,561 69.0

2,873,695,509 1,889,807,685 1,269,084,000 ▲ 267,434,000 0 1,001,650,000 ▲ 17,762,176 ▲ 1.4

ア

イ

ウ

給付事業費で８，７４９，０１１円、塵芥処理費７，４８９，７８６円である。

症対策費２６７，７９５，０６６円（同６．１％）、し尿処理費１７３，１７４，６３５円（同３．９％）、予防費

　衛生費の歳出構成比は１７．７％で、前年度の９．３％より８．４ポイント高くなっている。

不　用　額

（構成比３５．１％）、病院費７８８，８９０，０００円（同１７．９％）、塵芥処理費５３８，４４４，２１４円

（同１２．２％）、火葬場改修事業費４３６，６７０，９５１円（同９．９％）新型コロナウイルス感染

     第４款　衛　　生　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

事故繰越し

３

支出済額は４,４０９,９６５,６１５円で、このうち主なものは、焼却施設整備事業費１,５４７,２５７,３６７円

繰越明許費

不用額は７２，９９３，３８５円で、このうち主なものは、予防費で２９，１１４，２０３円、子ども医療費

執
行
率

また、支出済額は前年度より１，８８９，８０７，６８５円（７５．０％）増加している。これは

１，４４７，４８２，００３円、新型コロナウイルス感染症対策費で２２６，６９８，１２９円、火葬場改修

事業費で２１９，７３５，３１７円、し尿処理費で９５，２５９，７５５円で増加したことによるものである。

計

２

増

減

継 続 費
逓次繰越

１４４，４９３，７９７円（同３．３％）である。

主として、病院費で １ ３ ８ ， ０ １ ６ ， ０ ０ ０円の減となったが、焼却施設整備事業費で
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円 円 円 円 円 円 円 ％

45,912,000 45,192,390 0 0 0 0 719,610 98.4

41,887,000 41,089,390 0 0 0 0 797,610 98.1

4,025,000 4,103,000 0 0 0 0 ▲ 78,000 0.3

ア

イ

ウ

     第５款　労　　働　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

増

減

３

　労働費の歳出構成比は０．２％で、前年度の０．１％より０．１ポイント高くなっている。

不用額は７１９，６１０円で、このうち主なものは、勤労青少年ホーム運営費６３２，６５１円

である。

支出済額は４５，１９２，３９０円で、このうち主なものは、勤労青少年体育施設運営費

１９，２９１，８５２円（構成比４２．７％）、労働諸費１３，６００，０００円（同３０．１％）である。

また、支出済額は前年度より４，１０３，０００円（１０．０％）増加している。これは主として、

職業補導費で３，２４６，３２０円増加したことによるものである。
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円 円 円 円 円 円 円 ％

665,390,000 549,307,882 0 91,445,000 0 91,445,000 24,637,118 82.6

665,681,000 650,751,761 0 0 0 0 14,929,239 97.8

▲ 291,000 ▲ 101,443,879 0 91,445,000 0 91,445,000 9,707,879 ▲ 15.2

ア

イ

ウ

     第６款　農 林 水 産 業 費　　

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額
不　用　額

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

増

減

３

　農林水産業費の歳出構成比は２．２％で､前年度の２．４％より０．２ポイント低くなっている。

支出済額は５４９，３０７，８８２円で、このうち主なものは、農業集落排水事業費１８７，６２３，０００円

（構成比３４．２％）、農業総務費８９，６３５，１１２円（同１６．３％）、農業委員会費４９，５２１，３０４円

（同９．０％）、農地費３５，１８８，８５５円（同６．４％）である

また、支出済額は前年度より１０１，４４３，８７９円（１５．６％）減少している。これは主として、

農民研修所改修事業費で２７，４９８，０２４円の増となったが、農地費で４２，３７５，３９８円、漁港

設置対策費で３３，１４３，６６７円、畜産業費で１０，３５４，７６０円、農業振興費で１０，２９４，４３８円

減少したことによるものである。

不用額は２４，６３７，１１８円で、このうち主なものは、農業振興費１４，５２４，４２２円、農民研修所

改修事業費５，３６３，３０７円である。

- 25 -



円 円 円 円 円 円 円 ％

889,128,000 795,616,324 0 70,354,000 0 70,354,000 23,157,676 89.5

5,010,026,000 4,989,087,307 0 0 0 0 20,938,693 99.6

▲ 4,120,898,000 ▲ 4,193,470,983 0 70,354,000 0 70,354,000 2,218,983 ▲ 10.1

ア

イ

ウ

     第７款　商　　工　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

増

減

３

　商工費の歳出構成比は３．２％で、前年度の１８．４％より１５．２ポイント低くなっている。

７，３９３，９２１円である。

支出済額は７９５，６１６，３２４円で、このうち主なものは、商工振興費４５６，１６５，１２６円

（構成比５７．３％）、商工総務費１０１，４３７，３３１円（同１２．８％）、斗南藩記念観光村管理費

８３，８６１，９５２円（同１０．５％）である。

また、支出済額は前年度より４，１９３，４７０，９８３円（８４．１％）減少している。これは主として、

商工振興費３２７，３４０，３４４円減少したことによるものである。

不用額は２３，１５７，６７６円で、このうち主なものは、商工振興費９，２６３，８７４円、観光費
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円 円 円 円 円 円 円 ％

2,907,609,182 2,574,698,022 0 259,245,621 0 259,245,621 73,665,539 88.6

3,485,704,909 3,212,406,970 0 85,016,000 82,349,182 167,365,182 105,932,757 92.2

▲ 578,095,727 ▲ 637,708,948 0 174,229,621 ▲ 82,349,182 91,880,439 ▲ 32,267,218 ▲ 3.6

ア

イ

ウ

繰越明許費

３

     第８款　土　　木　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率計

２

増

減

継 続 費
逓次繰越

事故繰越し

　土木費の歳出構成比は１０．４％で、前年度の１１．８％より１．４ポイント低くなっている。

支出済額は２，５７４，６９８，０２２円で、このうち主なものは、道路維持費７６９，９９２，４２４円

（構成比２９．９％）、下水道事業費４８０，３６２，０００円（同１８．７％）、民生安定道路整備事業費

１６６，１０７，６３７円（同６．５％）、公園管理費１１９，８０２，７０８円（同４．７％）である。

　また、支出済額は、前年度より６３７，７０８，９４８円（１９．９％）減少している。これは主として、

市道舗装整備事業費１５８，４１４，４０３円、民生安定道路整備事業費１３４，２８５，２４５円、橋梁補修

事業費１０９，６３３，０６８円、市道側溝整備事業費８９，５２２，５８９円、木崎野団地建替事業費

７５，２８４，７３２円、市道姉沼２号線改修事業費５２，５００，６０４円、市道谷地頭・金糞線整備事業費

不用額は７３，６６５，５３９円で、このうち主なものは、道路維持費３４，４６５，７７６円、

松原町地区道路整備事業費７，０４３，３３９円、市道谷地頭・金糞線整備事業費５，９１６，５９２円

である。

４０，６１３，３９０円である。
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,202,754,000 1,185,705,821 0 0 0 0 17,048,179 98.6

1,073,459,000 1,062,077,902 0 0 0 0 11,381,098 98.9

129,295,000 123,627,919 0 0 0 0 5,667,081 ▲ 0.3

ア

イ

ウ

     第９款　消　　防　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

２

増

減

３

　消防費の歳出構成比は４．８％で、前年度の３．９％より０．９ポイント高くなっている。

消防費３，５０３，０５８円である。

支出済額は１，１８５，７０５，８２１円で、このうち主なものは、常備消防費９４５，２８１，７００円

（構成比７９．７％）、消防車両費１４６，１７３，３００円（同１２．３％）である。

また、支出済額は前年度より１２３，６２７，９１９円（１１．６％）増加している。これは主として、

常備消防費で３８，２３５，８３１円の減となったが、消防車両費で１４６，１７３，３００円、消防施設費で

１３，２８４，９７９円増加したことによるものである。

不用額は１７，０４８，１７９円で、このうち主なものは、常備消防費１３，３８３，３００円、非常備
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円 円 円 円 円 円 円 ％

2,116,896,000 2,059,645,573 0 0 0 0 57,250,427 97.3

2,815,322,000 2,740,495,369 0 0 0 0 74,826,631 97.3

▲ 698,426,000 ▲ 680,849,796 0 0 0 0 ▲ 17,576,204 0.0

ア

イ

ウ

支出済額は２，０５９，６４５，５７３円で、このうち主なものは、学校給食センター運営費

３７２，３２６，６６０円（構成比１８．１％）、事務局費２７４，５１０，８６３円（同１３．３％）、

２

繰越明許費

３

事故繰越し

増

減

　教育費の歳出構成比は８．３％で､前年度の１０．１％より１．８ポイント低くなっている。

     第10款　教　　育　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率計

継 続 費
逓次繰越

不用額は５７，２５０，４２７円で、このうち主なものは、国際交流スポーツセンター管理費

５，５９０，８８８円、小学校・教育振興費５，０１６，５９５円である。

ある。

運動場天井等落下防止対策事業費１９６，４９５，６４５円が終了したことにより減となったもので

小学校費・学校管理費１８４，７６９，０４１円（同９．０％）である。

　また、支出済額は、前年度より６８０，８４９，７９６円（２４．８％）減少している。これは主として、

前年度事業である、小学校費の学校情報通信技術環境整備事業費２０７，６１９，８３０円と、学校屋内

１０，１９３，５４３円、保健体育総務費７，４５３，１２６円、指導費７，０５５，２５１円、中学校・教育振興費
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円 円 円 円 円 円 円 ％

1,503,257,000 1,503,179,780 0 0 0 0 77,220 100.0

1,507,642,000 1,507,603,647 0 0 0 0 38,353 100.0

▲ 4,385,000 ▲ 4,423,867 0 0 0 0 38,867 0.0

ア

イ

である。

ウ

円 円

３

２

円 円

20,000,000 0

     第12款　公　　債　　費

年

度
予 算 現 額 支 出 済 額

翌　　　年　　　度　　　繰　　　越　　　額

不　用　額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

（　不　用　額　）

計

　不用額は７７，２２０円である。

２

増

減

支出済額は１，５０３，１７９，７８０円で、このうち主なものは、元金１，４４４，２７８，１０８円

（９６．１％）である。

また、支出済額は前年度より４，４２３，８６７円（０．３％）減少している。これは主として、

元金で１２，０１８，３７４円の増となったが、利子で１６，４４１，４７３円減少したことによるもの

３

　公債費の歳出構成比は６．１％で、前年度の５．５％より０．６ポイント高くなっている。

19,965,000

35,000

20,000,000

     第14款　予　　備　　費

年
度

当初予算額 補正予算額 充　用　額
予　算　現　額

増
減

0 0 ▲ 35,000

0 35,000

0 20,000,000
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特  別  会  計 



 



％

97.7

97.2

0.5

ア

３５９，０４８，０００円（同９．４％）である。

　また、収入済額は前年度より６１，２３１，６５６円（１．６％)増加している。

増加したことによるものである。

イ 　不納欠損額は３０，７４３，７２０円で、前年度より１，９８８，５１６円（６．１％）減少している。

ウ

のである。

収入済額は３，８２４，７９０，９７０円で、このうち主なものは、保険給付費等交付金２，５８５，３６８，７５９円

（構成比６７．６％）、一般被保険者国民健康保険税８５４，７８９，５４５円（同２２．４％）、一般会計繰入金

これは主として、一般会計繰入金１３，１１９，０００円、診療報酬支払準備金繰入金９，３２０，０００円の減と

なったが、保険給付費等交付金で５８，３６０，６８３円、一般被保険者国民健康保険税で２５，１１８，００３円

対予算収入率は９７．７％である。これは主として、保険給付費等交付金で減収となったことによるも

26,840,580 61,231,656 ▲ 1,988,516 ▲ 32,637,163 ▲ 16,447,656 0.9
増

減
44,784,000

4,105,256,815 3,763,559,314 32,732,236 309,653,365 ▲ 107,857,686 91.7２ 3,871,417,000

％

3,916,201,000 4,132,097,395 3,824,790,970 30,743,720 277,016,202 ▲ 91,410,030 92.6

収 入 率

対予算 対調定

３
円 円 円 円 円 円

 ２　特　別　会　計

 　(1) 三沢市国民健康保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と
の 比 較
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円 ％

3,916,201,000 95.8

3,871,417,000 96.0

44,784,000 ▲ 0.2

ア

（同６．７％）である。

　また、支出済額は前年度より３６，９０２，３０４ 円（１．０％）増加している。

５，０２７，１７５円、一般被保険者高額療養費３，８８５，８２８円増加したことによるものである。

イ

一般被保険者高額療養費２４，５８０，３０８円、予備費２０，０００，０００円である。

　

　支出済額は３，７５２，２８２，３３２円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付費２，１１７，５１１，９７２

円（構成比５６．５％）、一般被保険者医療給付費分７７７，００２，７０２円（同２０．７％）、一般被保険者高額

療養費３２３，４６５，６９２円（同８．６％）、一般被保険者後期高齢者支援金等分２５１，９６３，８７０円

これは主として、一般被保険者医療給付費分で５９，３６３，７１９円の減となったが、一般被保険者療養

給付費で５０，０３１，３２９円、介護納付金分で３７，１９２，３５２円、一般被保険者後期高齢者支援金等分

不用額は１６３，９１８，６６８円で、このうち主なものは、一般被保険者療養給付費９６，０１１，０２８円、

増

減
36,902,304 0 0 0 0 7,881,696

3,715,380,028 0 0 0 0 156,036,972２

円

3,752,282,332 0 0 0 0 163,918,668

計

３
円 円 円 円 円

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し
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％

105.0

103.9

1.1

ア

（同１２．５％）である。

　また、収入済額は前年度より５９，５５８，００４円（４．８％）増加している。

３，５７０，１６０円増加したことによるものである。

イ

で増収となったことによるものである。

円 ％

1,234,221,000 94.9

1,189,942,000 90.6

44,279,000 4.3

ア

成比７４．９％）である。

　また、支出済額は前年度より９２，７１４，６１０円（８．６％）増加している。

これは主として、食肉処理センター基金積立金で５０，８３９，８０６円、と畜場事業費で４１，８７４，８７９円

増加したことによるものである。

イ 　不用額は６３，４１３，９６３円で、このうち主なものは、と畜場事業費６３，４０１，４７５円である。

　

対予算収入率は１０５．０％である。これは主として、と畜場使用料、及びボイル料、と殺解体料

支出済額は１，１７０，８０７，０３７円で、このうち主なものは、と畜場事業費８７６，５９６，５２５円（構

▲ 48,435,61092,714,610 0 0 0 0
増

減

1,078,092,427 0 0 0 0 111,849,573２

円

1,170,807,037 0 0 0 0 63,413,963

計

３
円 円 円 円 円

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事 故 繰 越 し

収入済額は１，２９５，９０９，６３５円で、このうち主なものは、と畜場使用料４３１，９３７，４４０円

（構成比３３．３％）、と殺解体料３５５，３６６，７１２円（同２７．４％）、内臓処理料１６１，９７６，５４０円

これは主として、繰越金で４４，１７０，４５２円、ボイル料金で７，１４５，８２０円、と畜場使用料で

44,279,000 59,558,004 59,558,004 0 0 15,279,004 0.0
増

減

1,189,942,000 1,236,351,631 1,236,351,631 0 0 46,409,631 100.0

1,234,221,000 1,295,909,635

２

３
円

61,688,635

対予算 対調定

円 ％

100.0

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

1,295,909,635 0 0

収 入 率

 　(2) 三沢市食肉処理センター特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額
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％

100.2

100.4

▲ 0.2

ア

担金６４２，８５４，７８５円（同１６．８％）である。

　また、収入済額は前年度より１３４，１９８，２２４円（３．６％）増加している。

増加したことによるものである。

イ 　不納欠損額は６，６３９，７００円で、前年度より３，７５６，２４２円（３６．１％）減少している。

ウ

るものである。

円 ％

3,806,482,000 97.3

3,667,370,000 98.6

139,112,000 ▲ 1.3

ア

　また、支出済額は前年度より８７，４５４，７２１円（２．４％）増加している。

イ

ビス費７，３９０，４４６円である。

介護サービス給付費１７，８８０，６３２円、包括的支援事業・任意事業費８，８９６，４４３円、特定入所者介護サー

支出済額は３，７０３，８７８，５２１円で、このうち主なものは、居宅介護サービス給付費１，４１４，８６８，５２０円（構

成比３８．２％）、地域密着型介護サービス給付費８６１，６２０，３６８円（同２３．３％）、施設介護サービス給付費

これは主として、支払基金交付金介護給付費交付金４４，５７９，２５６円、国庫負担金介護給付費負担金

４３，２１６，０５３円、県負担金介護給付費負担金３８，３６７，３８２円、第一号被保険者保険料１６，７７７，７６３円

51,657,279

不用額は１０２，６０３，４７９円で、このうち主なものは、居宅介護サービス給付費２０，９２０，４８０円、地域密着型

収入済額は３，８１５，３２８，４７３円で、このうち主なものは、介護給付費交付金９２９，３０７，７９５円（構

対予算収入率は１００．２％である。これは主として、第１号被保険者保険料で増収となったことによ

７３３，１３１，６９４円（同１９．８％）である。

これは主として、施設介護サービス給付費で６１，１７２，４８０円、居宅介護サービス給付費で４９，１５１，５３４円

増加したことによるものである。

0 0 0
増

減
87,454,721 0

0 0 0 0 50,946,200２ 3,616,423,800

円

3,703,878,521 0 0 0 0 102,603,479３
円 円 円 円 円

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額
不 用 額

執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し 計

　　　　歳　　出

成比２４．４％）、第１号被保険者保険料７６４，７４０，７５０円（同２０．０％）、国庫負担金の介護給付費負

139,112,000 128,731,955 134,198,224 ▲ 3,756,242 ▲ 1,498,685 ▲ 4,913,776 0.2
増

減

3,667,370,000 3,709,359,763 3,681,130,249 10,395,942 18,273,030 13,760,249 99.2

3,806,482,000 3,838,091,718

２

３
円

8,846,473

対予算 対調定

円 ％

99.4

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

3,815,328,473 6,639,700 16,774,345

収 入 率

 　(3) 三沢市介護保険特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額
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％

97.7

98.3

▲ 0.6

ア

（同２０．９％）である。

　また、収入済額は前年度より４，３６６，１１２円（１.０％）増加している。

２，６８３，１３２円増加したことによるものである。

イ 　不納欠損額は７９９，１００円で、前年度より４１６，０００円（１０８．６％）増加している。

ウ

 

円 ％

461,887,000 96.1

454,595,000 96.3

7,292,000 ▲ 0.2

ア

によるものである。

イ

収入済額は４５１，０７４，９４１円で、このうち主なものは、特別徴収保険料１６７，０７８，８００円（構成比

３７．０％）、普通徴収保険料１４７，６８１，５００円（同３２．８％）、保険基盤安定繰入金９４，２７３，０００円

これは主として、保険基盤安定繰入金で５，８３７，０００円の減となったが、繰越金で７，４９２，５８０円、雑入で

　対予算収入率は９７．７％である。これは主として、雑入で減収となったことによるものである。

支出済額は４４４，０１９，１４２円で、このうち主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金

また、支出済額は前年度より６，２９１，０７８円（１．４％）増加している。これは主として、後期高

齢者医療広域連合納付金で３，７４５，５８０円、特定健康診査等事業費で３，５０３，１０７円増加したこと

　不用額は１７，８６７，８５８円で、このうち主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金８，６４５，０３０円、

特定健康診査等事業費８，２０９，５４０円である。

４０８，２６５，９７０円（構成比９２．０％）、一般管理費２６，２３９，６６０円（同５．９％）である。

増

減
6,291,078 0 0 0 0 1,000,922

437,728,064 0 0 0 16,866,936２

円

444,019,142 0 0 0 0 17,867,858

0

計

３
円 円 円 円 円

　　　　歳　　出

年

度
予算現額 支出済額

翌　　年　　度　　繰　　越　　額

不 用 額
執
行
率

継 続 費
逓次繰越

繰越明許費 事故繰越し

7,292,000 4,306,512 4,366,112 416,000 ▲ 240,600 ▲ 2,925,888 0.0
増

減

454,595,000 449,146,029 446,708,829 383,100 2,407,800 ▲ 7,886,171 99.5

461,887,000 453,452,541

２

３
円

▲ 10,812,059

対予算 対調定

円 ％

99.5

予算現額と
収入済額と
の 比 較

円 円 円 円

451,074,941 799,100 2,167,200

収 入 率

 　(4) 三沢市後期高齢者医療特別会計

       歳　　入

年

度
予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額
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増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

5,386,505.95 47,216.02 50,769.98 5,382,951.99

　

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

254,611.84 3,811.76 435.73 257,987.87

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

1,843,359.17 0.00 32.38 1,843,326.79
㎥ ㎥ ㎥ ㎥

35,087.40 0.00 0.00 35,087.40

増 減
個 個 個 個

0 0 0 0

増 減
㎡ ㎡ ㎡ ㎡

6.00 0.00 0.00 6.00

1,280,348.22 1,280,869.252,463.59普 通 財 産

1,523.59

計

決算年度末現在高

1,942.56

52,712.54

決 算 年 度 中 増 減 高

256,053.45 3,893.74 259,511.46

普 通 財 産 1,441.61 81.98 0.00

435.73

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

 　(5) 物　　　　権

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高

―

温 泉 権

地 上 権 0.00 0.00 0.00

計 6.00 0.00 6.00

Ⅲ　財　　　　　産

 １　公　有　財　産

 　(3) 山　　　　林

 　(4) 動　　　　産

面 積

立木の推定蓄積量

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分

6,663,821.24

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高

6,666,854.17 49,679.61

 　(1) 土　　　　地

行 政 財 産

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高 決算年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決 算 年 度 中 増 減 高

決 算 年 度 中 増 減 高

 　(2) 建　　　　物  

決 算 年 度 中 増 減 高

0.00

0.00

前年度末現在高 決算年度末現在高

行 政 財 産

計

- 36 -



増 減
円 円 円 円

120,900,000 0 0 120,900,000

増 減
円 円 円 円

188,877,000 0 3,636,000 185,241,000

増 減

調 度 品 類 23 1 22

繊 維 皮 革 製 品 類 6 6

事 務 用 品 類 24 4 28

計 量 器 類 14 14

光学音響通信機器類 18 2 1 19

医 療 機 器 類 32 1 31

厨 房 調 理 機 器 類 20 20

機 械 器 具 類 133 4 5 132

車 両 類 145 7 4 148

音 楽 用 品 類 24 24

運 動 用 具 類 62 1 2 61

図 書 美 術 品 類 50 50

雑 品 類 18 18

計 569 18 14 573

（注）区分の見直しにより、昨年度と区分が変更となっている。

増 減
円 円 円 円

681,852,600 10,800,000 63,030,000 629,622,600

債 権 数 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ２　物　　　　　品

　　　車両並びに５０万円以上の物品

16

出 資 件 数

株 券

 　(7) 出資による権利

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

決 算 年 度 中 増 減 高
決算年度末現在高前年度末現在高

5

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。　　（単位：個、台、一式等）

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ３　債　　　　　権
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

 　(6) 有　価　証　券

       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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増 減
円 円 円 円

2,174,367,886 334,016,742 102,049,000 2,406,335,628

五 百 万 円 積 立 基 金 3,603,054 71 0 3,603,125

減 債 基 金 1,307,135,101 10,019,213 0 1,317,154,314

土 地 開 発 基 金 645,159,308 10,900,576 10,898,474 645,161,410

国 際 交 流 基 金 42,081,834 100,839 0 42,182,673

公共施設等整備基金 639,201,007 166,760,953 0 805,961,960

大空ひろば整備基金 5,314,975 106 1,979,000 3,336,081

駐 留 軍 等 再 編
対 策 事 業 基 金

421,842,354 180,012,754 257,506,880 344,348,228

社 会 福 祉 基 金 4,278,082 64 200,000 4,078,146

招 和 台 基 金 4,966,587 99 0 4,966,686

ミス・ビードル基金 3,327 0 0 3,327

ふるさと活性化基金 10,403,472 207 0 10,403,679

緑 化 基 金 1,803,849 100,036 0 1,903,885

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 3,027,723 60 0 3,027,783

姉 妹 都 市 教 育 基 金 1,011,801 20 0 1,011,821

国民健康保険診療報酬
支 払 準 備 基 金

466,949,282 48,179,286 6,565,000 508,563,568

食肉処理センター基金 540,246,362 107,981,162 0 648,227,524

介 護 保 険 給 付 費
支 払 準 備 基 金

195,063,357 64,710,341 24,120,000 235,653,698

家 畜 導 入 事 業 基 金 18,147,932 0 0 18,147,932

東 日 本 大 震 災
復 興 推 進 基 金

92,386,535 1,436 38,534,488 53,853,483

ホ ッ ケ ー 競 技
振 興 基 金

403,262 8 0 403,270

特定防衛施設周辺整備調
整 交 付 金 事 業 基 金

252,533,390 150,007,555 54,900,000 347,640,945

再生可能エネルギー等
導 入 促 進 基 金

78,018,114 13,001,556 0 91,019,670

森 林 環 境 基 金 7,088,000 3,745,141 0 10,833,141

電源立地地域対策基金 0 5,484,000 5,484,000

6,915,036,594 1,095,022,225 496,752,842 7,513,305,977

財 政 調 整 基 金

計

 ４　基　　　　　金
       増減高及び年度末現在高は次のとおりである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高
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別      表 



 



収入率 執行率

Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

29 24,363,665,335 100 23,942,419,219 100 23,361,350,018 100 581,069,201 98.3 95.9

30 24,161,531,851 99 23,641,877,950 99 23,018,499,657 99 623,378,293 97.8 95.3

元 23,891,738,172 98 23,432,820,059 98 22,725,420,421 97 707,399,638 98.1 95.1

２ 29,112,888,400 119 27,918,034,399 117 27,157,819,214 116 760,215,185 95.9 93.3

３ 28,269,967,182 116 25,689,855,276 107 24,832,315,397 106 857,539,879 90.9 87.8

指数
支出済額

Ｃ
指数

収支差引額
Ｂ－Ｃ

対　予　算

　（注）２９年度を指数１００とした。

別　表　１

年度別一般会計歳入歳出決算状況

年

度

予算現額
Ａ

指数
収入済額

Ｂ
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円 円 円 ％

4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 18.7

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

　別　表　２

予　算　現　額 調　　定　　額 収　入　済　額 構成比

令　和　３　年　度　　一　般　会　計

款

1 市 税

２ 地 方 譲 与 税 150,671,000 150,671,000 150,671,000 0.6

３ 利 子 割 交 付 金 3,363,000 3,363,000 3,363,000 0.0

４ 配 当 割 交 付 金 15,490,000 15,490,000 15,490,000 0.1

５ 14,509,000 14,509,000 14,509,000 0.1

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 963,429,000 963,429,000 963,429,000 3.7

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 11,160,000 11,160,000 11,160,000 0.0

９
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,132,484,000 2,132,484,000 2,132,484,000 8.3

10 地 方 特 例 交 付 金 66,426,000 66,426,000 66,426,000 0.3

11 地 方 交 付 税 5,742,594,000 5,742,594,000 5,742,594,000 22.3

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5,930,000 6,082,000 6,082,000 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 58,650,000 58,684,320 53,411,920 0.2

14 使 用 料 及 び 手 数 料 235,168,000 238,698,982 226,669,851 0.9

15 国 庫 支 出 金 8,333,496,000 6,809,224,465 6,809,224,465 26.5

16 県 支 出 金 1,827,781,000 1,690,805,817 1,690,805,817 6.6

17 財 産 収 入 36,349,000 44,884,971 44,884,971 0.2

18 寄 附 金 48,965,000 38,925,865 38,925,865 0.2

19 繰 入 金 470,661,000 455,169,368 455,169,368 1.8

20 繰 越 金 416,215,182 416,215,185 416,215,185 1.6

21 諸 収 入 670,189,000 748,124,687 696,256,329 2.7

22 市 債 2,340,246,000 1,290,946,000 1,290,946,000 5.0

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 59,183,000 59,183,000 59,183,000 0.2

計 28,269,967,182 25,897,998,267 25,689,855,276 100.0
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 （注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。



％ ％ 円 円 円 ％

105.9 97.2 16,272,930 124,689,072 134,946,505 102.9

歳　　入　　決　　算　　状　　況

対調定
収入率

不 納 欠 損 額 収 入 未 済 額
対予算
収入率

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

100.0 100.0 0 0 0 100.0

102.6 100.0 0 0 152,000 102.6

100.1 91.0 0 5,272,400 ▲ 5,238,080 91.1

101.5 95.0 0 12,029,131 ▲ 8,498,149 96.4

81.7 100.0 0 0 ▲ 1,524,271,535 81.7

92.5 100.0 0 0 ▲ 136,975,183 92.5

123.5 100.0 0 0 8,535,971 123.5

79.5 100.0 0 0 ▲ 10,039,135 79.5

96.7 100.0 0 0 ▲ 15,491,632 96.7

100.0 100.0 0 0 3 100.0

111.6 93.1 0 51,868,358 26,067,329 103.9

55.2 100.0 0 0 ▲ 1,049,300,000 55.2

100.0 100.0 0 0 0 100.0

91.6 99.2 16,272,930

 - 41 -

193,858,961 ▲ 2,580,111,906 90.9

予 算 現 額 と
収 入 済 額 と の 比 較

予算現額に
対する調定
額 の 比 率



対調定
構成比 収入率

Ｄ Ｃ／Ｂ
円 円 円 ％ ％

4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 18.7 97.2

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

　別　表　３

一　　般　　会　　計　　歳　　入　　決　　算

款

令　　　和　　　３　　　年　　　度

予 算 現 額
Ａ

調 定 額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ

1 市 税

0.6 100.0

３ 利 子 割 交 付 金 3,363,000 3,363,000 3,363,000

150,671,000２ 地 方 譲 与 税 150,671,000 150,671,000

100.0

４ 配 当 割 交 付 金 15,490,000 15,490,000 15,490,000 0.1

0.0

５ 14,509,000 14,509,000 14,509,000 0.1 100.0

100.0

100.0

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 963,429,000 963,429,000 963,429,000 3.7

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 11,160,000 11,160,000 11,160,000 0.0

９
国有提供施設等所在
市 町 村 助 成 交 付 金

2,132,484,000 2,132,484,000 2,132,484,000 8.3

0.3 100.0

100.0

100.0

100.0

10 地 方 特 例 交 付 金 66,426,000 66,426,000 66,426,000

11 地 方 交 付 税 5,742,594,000 5,742,594,000 5,742,594,000 22.3

12
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

5,930,000 6,082,000 6,082,000 0.0

13 分 担 金 及 び 負 担 金 58,650,000 58,684,320 53,411,920 0.2

0.9 95.0

91.0

100.0

100.0

14 使 用 料 及 び 手 数 料 235,168,000 238,698,982 226,669,851

15 国 庫 支 出 金 8,333,496,000 6,809,224,465 6,809,224,465 26.5

16 県 支 出 金 1,827,781,000 1,690,805,817 1,690,805,817 6.6

17 財 産 収 入 36,349,000 44,884,971 44,884,971 0.2

0.2 100.0

100.0

100.0

100.0

18 寄 附 金 48,965,000 38,925,865 38,925,865

19 繰 入 金 470,661,000 455,169,368 455,169,368 1.8

20 繰 越 金 416,215,182 416,215,185 416,215,185 1.6

21 諸 収 入 670,189,000 748,124,687 696,256,329 2.7 93.1

100.0

22 市 債 2,340,246,000 1,290,946,000 1,290,946,000 5.0 100.0

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 59,183,000 59,183,000 59,183,000 0.2 100.0

100.0

 - 42 -

99.2

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

計 28,269,967,182 25,897,998,267 25,689,855,276



対調定 予算現額

構成比 収入率 増減額
Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ

円 円 円 ％ ％ 円 ％ ％

4,671,774,000 4,927,812,999 4,760,412,968 17.1 96.6 41,541,537 0.9 ▲ 0.1
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収　入　済　額

増減率
収入済額

Ｇ

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較

増減率

前　年　度　比　較令　　　和　　　２　　　年　　　度

予算現額
Ｅ

調 定 額
Ｆ

3.4 3.40.5 100.0

4,253,000 4,253,000 4,253,000 0.0

5,011,000

▲ 890,000

145,660,000 145,660,000 145,660,000

▲ 20.9 ▲ 20.9100.0

3,909,000 36.9

6,476,000 71.8 71.8

77,716,000 8.8 8.8

36.9

108.5 108.5

885,713,000

▲ 2,938,000

909,251 8.9 8.910,250,000 10,250,749

37,337,000 128.4

▲ 0.1 ▲ 0.1

506,225,000 9.7 9.7

128.4

▲ 2,935,225

▲ 201,000 ▲ 3.2 4.15,695,000 6,283,000

▲ 7,583,308 ▲ 3.2

▲ 5.2 ▲ 0.5

▲ 3,109,348,835 ▲ 31.3 ▲ 22.1

▲ 2.7

▲ 5,544,422

▲ 38,564,191 ▲ 2.2 3.31,768,976,000 1,729,370,008

▲ 10,743,935 ▲ 21.6

▲ 11.0 ▲ 20.6

▲ 188,218,578 ▲ 29.3 ▲ 27.3

▲ 1.4

368,399,638 1.3 13.0 13.0

21.6

27.9 26.3

52.8

885,713,000 885,713,000

▲ 2,228,179,123

30,792,000

229,246,000

151,810,036

47,815,547368,399,115 368,399,638

▲ 8.0 ▲ 2.929,112,888,400 28,152,985,739

9,014,000 9,014,000 9,014,000 0.0 100.0

10,600,000 10,600,000 10,600,000 0.0 100.0

3.2 100.0

100.0

2,135,422,000 2,135,422,000 2,135,422,000 7.7 100.0

10,250,749 0.0

29,089,000 29,089,000 29,089,000 0.1 100.0

5,236,369,000 5,236,369,000 5,236,369,000 18.8 100.0

100.0

58,925,000 62,353,295 56,347,145 0.2 90.4

6,283,000 0.0

241,626,000 247,722,273 234,253,159 0.8 94.6

10,697,305,489 9,918,573,300 9,918,573,300 35.5 100.0

100.0

45,755,000 50,429,393 50,429,393 0.2 100.0

1,729,370,008 6.2

49,669,800 49,669,800 0.2 100.0

647,360,796 643,387,946 643,387,946 2.3 100.0

0.1 100.0

100.0

530,841,000 592,522,338 544,446,293 2.0 91.9

28,391,000

49,670,000

28,391,000

27,918,034,399 100.0 99.2

1,531,800,000 1,061,700,000 1,061,700,000 3.8 100.0

28,391,000



　　　　　　　　　　　　　　市　　　　　　税　　　　　　徴

対調定

構成比 収入率 不納欠損額
Ｄ Ｃ/Ｂ

円 円 円 ％ ％ 円 円

2,061,441,000 2,161,385,850 2,111,007,148 44.0 97.7 7,270,100 43,350,502

上

記

内

訳
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滞納繰越分

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

29,039,000

現年課税分

市  税  合  計

入　  湯  　税 227,000 327,450 327,450

市 た ば こ 税

軽

自

動

車

税

軽自動車税

2,279,974

4,321,916

種 別 割

環境性能割

121,154,000 123,803,800

計

1,524,000 7,391,841

計

0 0
国有資産等所在市
町 村 交 付 金

固

定

資

産

税

固定資産税

計

法 人 1,566,630 2,352,797327,166,000 335,549,776 333,342,049 6.9 99.3

　別　表　４

款

市

民

税

個 人

2,496,935,626 2,444,349,197 50.9 97.9

95.9 6,204,500

8,836,730

令　　　和　　　３　　　年　　　度

予算現額
Ａ

調定額
Ｂ

収入済額
Ｃ

収入未済額
Ｅ

45,703,2992,388,607,000

72,383,883

23,754,000 22,774,000 22,774,000 0.5 100.0

1,814,059,000 1,922,453,502 1,843,893,219 38.4

1,837,813,000 1,945,227,502 1,866,667,219 38.9 96.0 6,204,500

121,531,026 2.6

72,383,883

4,946,000 5,782,200 5,782,200 0.1 100.0 0 0

129,151,451 2.7 94.3 1,231,700

98.2 0

1,838,225 0.0 24.9 1,231,700

6,601,890

312,737,000 361,459,188 361,459,188 7.5 100.0 0 0

127,624,000 136,977,841

4,667,008,000 4,940,927,607 4,801,954,505 100.0 97.2 16,272,930

0

124,689,072

34,824,164

0.0 100.0 0

44,693,628 0.9 29.6 16,272,930 89,864,908

4,757,260,877 99.1 99.3 04,637,969,000 4,790,096,141

150,831,466



　　収　　　　　　状　　　　　　況

対調定
構成比 収入率 増減額

Ｈ Ｇ／Ｆ Ｃ－Ｇ
円 円 ％ ％ 円 円 ％ 円

2,146,474,354 2,080,214,192 43.7 96.9 60,439,500 30,792,956 1.5 ▲ 17,088,998

 - 45 -

▲ 121,017 ▲ 0.3158,366,853 ▲ 8,859,98898,724,89628.3

▲ 28,021,847

4,769,446,146 4,715,598,323 99.1 98.9 53,986,023 41,662,554 0.9 ▲ 19,161,859

8.3 0

4,927,812,999 4,760,412,968 100.0 96.6 152,710,919 41,541,537 0.9

25,200302,250 302,250 0.0 100.0 0

3,563,245 2.8 ▲ 883,251

34,523,072 10.6 0

2,321,400 3.1 ▲ 41,426

▲ 229,081 ▲ 11.1 ▲ 841,825

5,588,000 0

3,598,126120,241,400 117,932,900 2.5 98.1

5,588,000 0.1 100.0 0 194,200 3.5

3.8 0

▲ 72,906,731 ▲ 3.8 ▲ 7,540,719

▲ 3.8 ▲ 7,540,719

823,70021,950,300 21,950,300 0.5 100.0

3.2 ▲ 19,597,877

▲ 73,730,4311,917,623,650 40.3 95.6

45,543,7954,861,676 15.8 ▲ 2,508,879

76,336,75197.1 65,301,176

令　　　和　　　２　　　年　　　度 前　年　度　比　較

調 定 額
Ｆ

収入済額
Ｇ

収入未済額
Ｉ

収　入　済　額
収入未済額

Ｅ－Ｉ増減率

0.944,814,645

0100.06.9326,936,116326,936,116

93.82.6125,588,206133,902,547

5,163,74125.60.02,067,3068,073,147

7,485,141

79,924,60295.740.81,939,573,9502,026,877,802

2,004,927,502 79,924,602

0

49.72,368,012,4462,439,794,284

98.16.0287,798,254293,319,930



款 項 目 科 目

件 円 件 円

１ 1 1 個 人 市 民 税 145 3,787,855 0 0

2 法 人 市 民 税 4 495,930 0 0

2 1 固 定 資 産 税 182 1,799,100 0 0

3 1 軽 自 動 車 税 52 365,800 5 8,400

383 6,448,685 5 8,400

　別　表　５

令　和　３　年　度　市　税　不　納
　　　　　　　　　不納欠損事由

　区分

地方税法第１５条の 地方税法第 １ ５ 条の

合　　　　　　　計
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３ 年 経 過 に よ り ３ 年 経 過 前 に

消 滅 し た も の 消 滅 さ せ た も の

金 額件数 金 額 件数

７第４項該当のもの ７ 第 ５ 項該当のもの



件数 金 額

件 円 件 円

180 3,482,245 325 7,270,100

10 1,070,700 14 1,566,630

421 4,405,400 603 6,204,500

157 857,500 214 1,231,700

768 9,815,845 1,156 16,272,930

欠　損　状　況

地 方 税 法 第 １ ８ 条
該 当 の も の
（ 時 効 完 成 ）
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件数 金 額

計



円 ％ 円 ％

187,658,000 0.6 182,411,468 0.7

　別　表　６

令　和　３　年　度　　　一　　般　　会　　計

款
予　算　現　額

Ａ
構成比

支　出　済　額
Ｂ

構成比

1 議 会 費

2 総 務 費 3,328,072,000 11.8 3,220,034,760 13.0

3 民 生 費 8,878,169,000 31.4 8,306,557,762 33.4

4 衛 生 費 6,525,122,000 23.1 4,409,965,615 17.7

5 労 働 費 45,912,000 0.2 45,192,390 0.2

6 農 林 水 産 業 費 665,390,000 2.3 549,307,882 2.2

7 商 工 費 889,128,000 3.1 795,616,324 3.2

8 土 木 費 2,907,609,182 10.3 2,574,698,022 10.4

9 消 防 費 1,202,754,000 4.3 1,185,705,821 4.8

10 教 育 費 2,116,896,000 7.5 2,059,645,573 8.3

12 公 債 費 1,503,257,000 5.3 1,503,179,780 6.1

14 予 備 費 20,000,000 0.1 0 0.0

100.0 24,832,315,397 100.0

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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計 28,269,967,182



予算現額に対す
る不用額の比率

Ｄ ／ Ａ
％ 円 円 ％

97.2 0 5,246,532 2.8

歳　　出　　決　　算　　状　　況

執　行　率
Ｂ／Ａ

翌 年 度 繰 越 額
Ｃ

不　　　用　　　額
Ａ－Ｂ－Ｃ＝Ｄ

96.8 4,566,000 103,471,240 3.1

93.6 131,572,896 440,038,342 5.0

67.6 2,042,163,000 72,993,385 1.1

98.4 0 719,610 1.6

82.6 91,445,000 24,637,118 3.7

89.5 70,354,000 23,157,676 2.6

88.6 259,245,621 73,665,539 2.5

98.6 0 17,048,179 1.4

97.3 0 57,250,427 2.7

100.0 77,220 0.0

0.0

87.8 2,599,346,517

0

838,305,268 3.0
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0 20,000,000 100.0



構成比

Ｃ
円 円 ％ ％

187,658,000 182,411,468 0.7 97.2

　別　表　７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　般　　会　　計　　歳　　出　　決　　算

款

令　　　和　　　３　　　年　　　度

予　算　現　額
Ａ

支　出　済　額
Ｂ

執行率
Ｂ／Ａ

1 議 会 費

2 総 務 費 3,328,072,000 3,220,034,760 13.0 96.8

3 民 生 費 8,878,169,000 8,306,557,762 33.4 93.6

4 衛 生 費 6,525,122,000 4,409,965,615 17.7 67.6

5 労 働 費 45,912,000 45,192,390 0.2 98.4

6 農 林 水 産 業 費 665,390,000 549,307,882 2.2 82.6

7 商 工 費 889,128,000 795,616,324 3.2 89.5

8 土 木 費 2,907,609,182 2,574,698,022 10.4 88.6

9 消 防 費 1,202,754,000 1,185,705,821 4.8 98.6

10 教 育 費 2,116,896,000 2,059,645,573 8.3 97.3

12 公 債 費 1,503,257,000 1,503,179,780 6.1 100.0

14 予 備 費 20,000,000 0 0.0 0.0

計 28,269,967,182 24,832,315,397 100.0 87.8

　（注）構成比等の比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。
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予算現額

構成比 増減額

Ｆ Ｂ－Ｅ
円 円 ％ ％ 円 ％ ％

188,916,000 185,241,624 0.7 98.1 ▲ 2,830,156 ▲ 1.5 ▲ 0.7

状　　況　　対　　前　　年　　度　　比　　較
令　　　和　　　２　　　年　　　度 前　　年　　度　　比　　較

予　算　現　額
Ｄ

支　出　済　額
Ｅ

執行率
Ｅ／Ｄ

支　　出　　済　　額

増減率 増減率

3,046,468,000 2,947,861,606 10.9 96.8 272,173,154 9.2 9.2

7,606,391,000 7,301,045,708 26.9 96.0 1,005,512,054 13.8 16.7

3,651,426,491 2,520,157,930 9.3 69.0 1,889,807,685 75.0 78.7

41,887,000 41,089,390 0.1 98.1 4,103,000 10.0 9.6

665,681,000 650,751,761 2.4 97.8 ▲ 101,443,879 ▲ 15.6 ▲ 0.0

5,010,026,000 4,989,087,307 18.4 99.6 ▲ 4,193,470,983 ▲ 84.1 ▲ 82.3

3,485,704,909 3,212,406,970 11.8 92.2 ▲ 637,708,948 ▲ 19.9 ▲ 16.6

1,073,459,000 1,062,077,902 3.9 98.9 123,627,919 11.6 12.0

2,815,322,000 2,740,495,369 10.1 97.3 ▲ 680,849,796 ▲ 24.8 ▲ 24.8

1,507,642,000 1,507,603,647 5.5 100.0 ▲ 4,423,867 ▲ 0.3 ▲ 0.3

19,965,000 0 0.0 0.0 0 0.0 0.2

29,112,888,400
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27,157,819,214 100.0 93.3 ▲ 2,325,503,817 ▲ 8.6 ▲ 2.9



9,183,324,000計 9,418,791,000 9,070,987,032 96.3 0

0
三沢市後期高齢者医療

461,887,000 444,019,142 96.1

347,803,968

454,595,000

特 別 会 計
0 102,603,479 3,667,370,000

特 別 会 計
17,867,858

三 沢 市 介 護 保 険
3,806,482,000 3,703,878,521 97.3

1,189,942,000

特 別 会 計

三沢市食肉処理センター
1,234,221,000 1,170,807,037 94.9 0

円円 円 ％ 円 円

3,871,417,000

支 出 済 額
Ｂ

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｃ

予 算 現 額
Ｄ

　別　表　９

特　別　会　計　歳　出　決　算

会　　計　　名

令　和　３　年　度

予 算 現 額
Ａ

96.6

2,167,200 97.7

計 9,418,791,000 9,719,551,289 9,387,104,019 38,182,520 295,957,747 99.7

三沢市後期高齢者医療
461,887,000 453,452,541 451,074,941 799,100

特 別 会 計
99.5

6,639,700 16,774,345 100.2 99.4
三 沢 市 介 護 保 険

3,806,482,000 3,838,091,718 3,815,328,473
特 別 会 計

0 105.0 100.0
三沢市食肉処理センター

1,234,221,000 1,295,909,635 1,295,909,635 0
特 別 会 計

 - 52 -

63,413,963
特 別 会 計

163,918,668

3,916,201,000 4,132,097,395 3,824,790,970

三 沢 市 国 民 健 康 保 険

3,916,201,000 3,752,282,332 95.8 0

特 別 会 計

不　　　納
欠　損　額

対予算 対調定

Ｃ／Ａ

収　　　入
未　済　額

収　入　率

Ｃ／Ｂ

　別　表　８

特　別　会　計　歳　入　決　算

会　　計　　名

令　和　３　年　度

予 算 現 額
Ａ

調　定　額
Ｂ

収 入 済 額
Ｃ

円 円 円 円 円
三 沢 市 国 民 健 康 保 険

30,743,720 277,016,202

％ ％

97.7 92.6



8,847,624,319 96.3 0 335,699,681 223,362,713

1.4 1,000,922 1.6

2.5 12,104,287 2.6

6,291,078437,728,064 96.3

3,616,423,800 51,657,279 3.8

0

98.6 0

16,866,936

8.6

50,946,200 87,454,721 2.4

1,078,092,427 90.6 0 111,849,573 92,714,610

％円 ％ 円 円 円 ％円

36,902,3040

執 行 率
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額
Ｆ

支　　出　　済　　額

不　用　額
Ｃ－Ｆ

予算現額

増減額
増 減 率 増減率

Ｂ－Ｅ

支 出 済 額
Ｅ

状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　２　年　度 前　　　年　　　度　　　比　　　較

99.4 96.1 259,353,996 2.8 2.69,183,324,000 9,500,114,238 9,127,750,023 43,511,278 330,334,195

446,708,829 98.3454,595,000 449,146,029

18,273,030 100.4

383,100 2,407,800

3.6 3.8

99.5 4,366,112 1.0 1.6

99.2 134,198,2243,667,370,000 3,709,359,763 3,681,130,249

100.0 59,558,004 4.8

10,395,942

3.71,189,942,000 1,236,351,631 1,236,351,631 0 0 103.9

1.0 7,881,696 1.2
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▲ 48,435,610 3.7

96.03,715,380,028 156,036,972

Ｆ／Ｅ Ｃ－Ｆ

不　　　納
欠　損　額

収　　　入
未　済　額

収　入　率 収　入　済　額 予算現額

対予算 対調定 増減額
増減率 増減率

Ｆ／Ｄ

予 算 現 額
Ｄ

調　定　額
Ｅ

収 入 済 額
Ｆ

状　況　対　前　年　度　比　較
令　和　２　年　度 前　年　度　比　較

円

3,871,417,000

円 円 円 円

4,105,256,815 3,763,559,314 32,732,236 309,653,365

％ ％ 円 ％ ％

97.2 91.7 61,231,656 1.6 1.2



(単位 ： 円)

令和２年度末 令和３年度末

現 　在　 高 借　入　額 償　還　額 現　 在 　高

16,565,623,057合　　　計 16,880,182,497 1,290,946,000 1,605,505,440

14,707,419,535

食肉処理セン
2,019,430,854 0 161,227,332 1,858,203,522

ター特別会計

別　表　１０

市　　　債　　　の　　　状　　　況

会　計　別
令　和　３　年　度　中

一 般 会 計 14,860,751,643 1,290,946,000 1,444,278,108
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令和元年度
類 似 団 体

実 質 公 債 費
比 率 ％

　を許可しないとする指標である。

（参考） 上記項目の指標は､地方財政法等の趣旨に基づいて､地方財政の健全性を判断

　　　　する目安として、通常用いられているものである。

　　標準財政規模に対する実質収支の割合で３％～５％程度が望ましいとされる。

実質公債費比率

｢起債制限比率｣に反映されていなかった公営企業(特別会計含む)の公債費への一

般会計繰出金等を含めた実質的な公債費による財政負担の割合で、１８％を超えた場合

は地方債の発行に許可を必要とし、２５％を超えた場合は一定事業に係る地方債の発行

経常収支比率

当該団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられる｡経常経費充当一般財

源の額を経常一般財源の額で除した百分比として求められ、低いほど良く、おおむね

　７０％～８０％の間に分布するのが通常であるとされる。

実質収支比率

（地方財政状況調査の資料による)

財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数として用いられる｡地方交付税法の規定により算定

した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３か年間の平均値で、１

　を超える度合いが高いほど財源に余裕があるものとされる。

4.8

10.1 10.0 10.1 10.3 11.0 9.5

92.4 93.7

実質収支比率％ 6.1 6.3 5.9 5.3 5.2

0.502 0.490 0.40

経常収支比率％ 85.2 91.0 92.3 91.2

財 政 力 指 数 0.512 0.519 0.511

別　表　１１

財　務　分　析　指　標
　　　　　　年度
区分

３ ２ 元 30 29
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基金運用状況審査意見書 



 



－ 56 － 

令和３年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第１ 審査の対象 

 

   令和３年度の基金運用状況審査の対象は次のとおりである。 

    １ 家畜導入事業基金 

２ 土地開発基金 

 

 

第２ 審査の方法 

 

   令和３年度の三沢市基金の審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、計数の正

確性及び基金運用の妥当性・効率性などに重点をおき、運用状況報告書、関係諸帳票

及び証拠書類等を照合精査するとともに、定期監査及び例月出納検査の結果を参考に

して審査を実施した。 

 

 

第３ 審査の結果及び意見 

 

   審査の結果、令和３年度の三沢市基金の計数は正確であり、また、基金は設置目的 

に照らし適正に運用されているものと認められた｡ 

 

 

第４ 運用の概要 

 

１ 家畜導入事業基金 

   この基金は､高品質で低コストな生産性の高い肉用牛の増頭及び肉用牛生産の振興 

に資するため設置されたものである。 



(単位：円)

増 減

基 金 の 額 18,147,932 0 0 18,147,932

現 金 7,947,932 0 0 7,947,932

貸付牛評価額 10,200,000 0 0 10,200,000
（貸付頭数） （17頭） （0頭） （0頭） （17頭）

(単位：円)

増 減

基 金 の 額 645,159,308 10,900,576 10,898,474 645,161,410

現 金 113,862,912 10,900,576 0 124,763,488

140,296,396 0 10,898,474 129,397,922
(19,647.29㎡) （　　0.00㎡) （694.66㎡) (18,952.63㎡)

貸 付 金 391,000,000 0 0 391,000,000

必用のある土地をあらかじめ取得することにより、円滑な執行を図るため設置され

基金の運用状況は適正であると認められた。

　当年度末の土地面積は18,952.63㎡（129,397,922円）となっている。

ているものである。

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

土 地

区 分 前年度末現在高
決 算 年 度 中 増 減 高

決算年度末現在高

 ２　土地開発基金

この基金は､公用若しくは公共用に供する土地又は公共の利益のために取得する

　当年度末の貸付頭数は１７頭である。基金の運用状況は適正であると認められた。
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令和３年度財政健全化審査意見書 



 



－58－ 

三 監 発 第 ４ ７ 号 

令和４年８月１８日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和３年度財政健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき

審査に付された、令和３年度健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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令和３年度財政健全化審査意見書 

 

 

１ 審査の対象 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

２ 審査の期間 

令和４年８月１日から令和４年８月１２日まで 

 

 

３ 審査の概要 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された健全化判

断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどう

かを主眼として実施した。 

 

 

４ 審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の健全化判断比率の算定及びその算定の基礎となる事項を 

記載した書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 健全化判断比率 令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 早期健全化基準 

① 実質赤字比率      ― （％） ― （％） １３.１８（％） 

② 連結実質赤字比率      ― （％） ― （％） １８.１８（％） 

③ 実質公債費比率 １０．１（％） １０．０（％） ２５.０（％） 

④ 将来負担比率  ４８．７（％） ５９．４（％） ３５０.０（％） 

備考：実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比

率が算定されない場合は「－」を記載している｡ 

  

(2) 個別意見 

① 実質赤字比率について 

令和３年度における実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好な状 

況であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運 

営に努められるよう望むものである。 
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② 連結実質赤字比率について 

令和３年度における連結実質収支は黒字となっているため、財政運営は良好 

な状況であると認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財 

政運営に努められるよう望むものである。 

 

③ 実質公債費比率について 

令和３年度における実質公債費比率は地方債の発行に許可を要する

１８．０％を下回る１０．１％となっており、財政運営は良好な状況であると

認められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努めら

れるよう望むものである。 

 

④ 将来負担比率について 

令和３年度における将来負担比率は４８．７％となっており、早期健全化基

準の３５０．０％を下回っていることから、財政運営は良好な状況であると認

められる。今後も早期健全化基準を上回らないよう健全な財政運営に努められ

るよう望むものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度経営健全化審査意見書 



 



－61－ 

三 監 発 第 ４ ８ 号 

令和４年８月１８日 

 

三沢市長 小 檜 山  吉 紀 様 

 

 

三沢市監査委員 中 野 渡  進 

三沢市監査委員 馬 場 騎 一 

 

 

 

令和３年度経営健全化審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定に基づ

き、審査に付された令和３年度資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 

 

 

 

 

 



－62－ 

令和３年度三沢市食肉処理センター特別会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

(1) 審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

(2) 審査の期間 

令和４年８月１日から令和４年８月１２日まで 

 

 

(3) 審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率 

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし 

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

(1) 総合意見 

審査に付された次の資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した 

書類の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名    令 和 ３ 年 度 令 和 ２ 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    －  （％）    －  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

(2) 個別意見 

令和３年度において剰余額があるため良好な状態であると認められる。今後も資金 

不足とならない財政運営を望むものである。 

 

 



 


